
　　　貸　　借　　対　　照　　表　　　

(２０２５年　３月３１日現在）

（単位：百万円）

科 目 金　　額 科 目 金　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

流　動　資　産 1,490 流　動　負　債 290 

現 金 及 び 預 金 173 買 掛 金 79 

売 掛 金 798 未 払 金 20 

仕 掛 品 1 未 払 費 用 164 

前 払 費 用 3 未 払 法 人 税 等 13 

未 収 入 金 306 預 り 金 8 

預 け 金 202 前 受 収 益 4 

そ の 他 の 流 動 資 産 4 

固　定　負　債 311 

固　定　資　産 310 退 職 給 付 引 当 金 267 

有　形　固　定　資　産 169 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 1 

建 物 附 属 設 備 69 資 産 除 去 債 務 42 

器 具 備 品 100 負　　債　　合　　計 602 

（　純　資　産　の　部　）

無　形　固　定　資　産 0 株　主　資　本 1,199 

ソ フ ト ウ ェ ア 0 資 本 金 100 

電 話 加 入 権 0 資 本 剰 余 金 873 

資 本 準 備 金 873 

投　資　そ　の　他　の　資　産 140 

投 資 有 価 証 券 0 利 益 剰 余 金 225 

保 証 金 ・ 敷 金 31 利 益 準 備 金 6 

繰 延 税 金 資 産 108 そ の 他 利 益 剰 余 金 219 

繰 越 利 益 剰 余 金 219 

純　資　産　合　計 1,199 

資　産　合　計 1,801 負　債　・　純　資　産　合　計 1,801 

（注１）　記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。
（注２）　当期純利益　７百万円



個 別 注 記 表 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１．資産の評価基準及び評価方法 

棚卸資産の評価基準及び評価方法 

(1)商品 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づいて簿価を切下

げる方法）によっております。 

(2)仕掛品 

個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づいて簿価を切下げる

方法）によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産（リース資産を除く） 

建物附属設備及び器具備品について、定額法によっております。 

(2)無形固定資産（リース資産を除く） 

社内利用目的のソフトウェアについては、見込利用期間（５年以内）に基づく定額法によって

おります。 

(3)リース資産 

   ①有形リース資産 

リース期間を耐用年数とし、リース期間終了時点に残存価額が零となる定額法によっておりま

す。 

②無形リース資産 

リース期間を耐用年数とし、リース期間終了時点に残存価額が零となる定額法によっておりま

す。 

３．引当金の計上基準 

(1)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。 

過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法

により、発生時より費用処理しております。 

数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定

額法により、翌期より費用処理しております。 

(2)役員退職慰労引当金 

役員の退任により支給する役員退職慰労金に充てるため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用しております。 




